
   さぬき市男女共同参画推進活動事業助成金交付要綱 

 

さぬき市男女共同参画推進活動事業助成金交付要綱（平成２３年さぬき市告示第

４２号）の全部を改正する。 

 （趣旨） 

第１条 この要綱は、男女共同参画社会の実現を図ることを目的に、本市在住者等

が行う男女共同参画の推進等に寄与する事業（以下「男女共同参画推進活動事業」

という。）に対し、さぬき市男女共同参画推進活動事業助成金（以下「助成金」

という。）を予算の範囲内において交付することについて、さぬき市補助金等交

付規則（平成２５年さぬき市規則第２２号。以下「規則」という。）に定めるも

ののほか、必要な事項を定めるものとする。 

（助成対象事業） 

第２条 助成金の交付の対象となる事業（以下「助成対象事業」という。）は、男

女共同参画推進活動事業として市長が別に定める募集要項（以下「募集要項」と

いう。）により募集する事業であって、次に掲げる要件を全て満たすものとする。 

(1) 本市の男女共同参画の推進及び啓発に寄与すること。 

(2) 自主的・主体的に実施すること。 

(3) 営利又は売名を目的としないこと。 

(4) 宗教上の教義広め、儀式行事を行い、又は信者を教化育成することを目的と

しないこと。 

(5) 政治上の主義を推進し、支持し、又はこれに反対することを目的としないこ

と。 

(6) 本市の会計年度内に事業に着手し、完了すること。 

（助成対象者） 

第３条 助成金の交付の対象となる者は、次に掲げる要件を全て満たすものとする。 

(1) ３人以上の会員登録があり、会員の半数以上が本市に在住、在勤又は在学し

ている団体又はグループ（以下「団体」という。）であること。 

(2) 活動の拠点が本市にあること。 

(3) 法令に抵触する活動及び公の秩序又は善良な風俗を害する活動をしていない

こと。 

(4) 宗教的活動又は政治的活動をしていないこと。 

(5) 会計経理が明確であること。 

（助成対象経費） 

第４条 助成金の交付の対象となる経費（以下「助成対象経費」という。）は、助

成対象事業に要する経費のうち、次に掲げる経費とする。 

(1) 報償費 



(2) 旅費 

(3) 需用費 

(4) 役務費 

(5) 使用料及び賃借料 

２ 前項の規定にかかわらず、次に掲げる経費については、助成対象経費から除く

ものとする。 

(1) 食糧費（会議、講演会、研修会等に係る飲物代及び調理実習等に係る材料費

を除く。） 

(2) 第１条に規定する目的の達成に直接関係しない経費 

(3) 前２号に掲げるもののほか、市長が社会通念上適切ではないと認める経費 

３ 事業実施団体に市以外の団体等から交付される助成金その他の収入があるとき

は、助成対象経費から当該収入額を差し引いた額を助成対象経費とするものとす

る。 

 （助成金の額等） 

第５条 助成金の額は、助成対象経費の１０分の１０以内の額（その額に１，００

０円未満の端数を生じた場合は、その端数を切り捨てた額）とし、その限度額は、

１事業当たり３０万円以内で、募集要項で定める額とする。 

２ 助成金の交付は、１会計年度につき１団体当たり１事業とする。 

（交付の条件） 

第６条 規則第５条第４項の規定により助成金の交付決定に付する条件は、次に掲

げるものとする。 

(1) 助成金は、申請のあった目的以外に使用しないこと。 

(2) 助成対象事業に着手した場合において、市長の指示があったときは、その旨

を届け出ること。 

(3) 次のアからウまでのいずれかに該当するときは、速やかに市長の承認又は指

示を受けること。 

ア 内容を変更するとき（次条に規定する軽微な変更の場合を除く。）。 

イ 中止し、又は廃止するとき。 

ウ 予定の期限内に完了しないとき又はその遂行が困難となったとき。 

(4) 助成対象事業が完了したときは、速やかに実績報告書、収支決算書等を提出

すること。 

(5) 助成対象事業の施行及び経費の収支の状況に関する書類、帳簿等は、助成対

象事業の完了した年度の翌年度から５年間保存すること。 

(6) 市長が必要があると認めるときは、関係職員に書類等の検査をさせ、又は助

成対象事業の執行状況について実地検査を行うことがあること。 

(7) 市監査委員から要求があるときは、いつでも監査を受けること。 



(8) 規則又はこの要綱の規定に違反した場合は、交付の決定を取り消し、助成金

の返還を求めること。 

（軽微な変更の範囲） 

第７条 前条第３号に規定する軽微な変更は、助成金額の増額を伴わない事業計画

の細部の変更とする。 

（交付の申請手続等） 

第８条 助成金の交付申請から助成金の額の確定までの手続は、規則第４条から第

１２条までの規定による。 

 （交付の申請に必要な書類） 

第９条 規則第４条第１項第１号の事業計画書は、男女共同参画推進活動事業企画

提案書（様式第１号の１）及び団体の概要（様式第１号の２）とする。 

２ 規則第４条第３項の規定により、同条第２項各号に掲げる書類については、提

出を省略することができる。 

 （実績報告に必要な書類） 

第１０条 規則第１０条第１項第１号の事業報告書は、男女共同参画推進活動事業

実績報告書（様式第２号）とする。 

２ 規則第１０条第３号の市長が必要と認める書類は、次に掲げるものとする。 

 (1) 助成対象事業を実施したことが分かる写真 

 (2) 助成対象経費に係る領収書の写し 

 (3) その他市長が必要と認めるもの 

（その他） 

第１１条 この要綱に定めるもののほか、助成金の交付に関し必要な事項は、市長

が別に定める。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この要綱は、平成２９年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この要綱による改正後のさぬき市男女共同参画推進活動事業助成金交付要綱の

規定は、平成２９年４月１日以後に助成金の交付を申請する者について適用し、

同日前に助成金の交付を申請する者については、なお従前の例による。 

 （準備行為） 

３ 男女共同参画推進活動事業の募集に関し必要な行為は、この要綱の施行前にお

いても、行うことができる。 

 



様式第１号の１（第９条関係） 

 

男女共同参画推進活動事業 

企画提案書 

 

（団体名：                  ） 

事業の名称  

事業の目的 

（解決しようとし

ている課題、背景

など） 

 

事業の概要 

 

事業の内容 

（実施予定日、場

所、テーマや講師

など） 

 

期待される効果 

 

事業の対象者  

参加予定人数 

又は納品予定数 

 

採択された場合の 

助成金の交付方法 

概算払を希望する  ・   精算払を希望する 

（概算払を希望する場合はその理由） 
 



様式第１号の２（第９条関係） 

 

団 体

団体の概要 

 

団体名  

代表者氏名  

代表者住所  

代表者連絡先 （自宅）         （携帯）          

その他の役員 
（会計）氏名 

（監査）氏名 

会員の人数 
                  人 

（うち本市在住、在勤又は在学者    人） 

設立年月日  

過去の活動内容 

（新設の場合は設

立目的） 

 

担当者連絡先 

氏名  

住所 
〒 

TEL  携帯  

FAX  

E-mail  

※ 申請時の状況をお書きください。



様式第２号（第１０条関係） 

 

男女共同参画推進活動事業 

実績報告書 

 

（団体名：                  ） 

事業の名称  

テーマ  

開催日時又は納品日  

開催場所  

事業の実績 

(実施内容、参加者数、

納品数など) 

 

事業の効果 

(工夫した点、反省点、

参加者からの意見など) 

 

※ 活動状況が分かるもの（記録写真、配布資料等）及び助成対象経費に係る領収

書の写しを添付してください。 


